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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法に 基づいて， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣 及び 厚生 労働 
大臣が 制定した 日本工業規格 である。 
JISB9711 に は， 次に 示す 附属 書が ある。 
附属 書 A (参考） 押しつ ぶしの 区域の 図解 
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機械 類の 安全性 一 
人体 部位 が 押 しつぶ される こと を 
回避す るた めの 最小す きま 

Safety of machinery- 
Minimum gaps to avoid crushing of parts of the human body 

序文 こ の 規格 は， 1996 年に 第 1 版 と し て 発行され た ISO 13854, Safety of machinery -Minimum gaps to 
avoid crushing of parts of the human body を 翻訳 し ， 技術的 内容 及び 規格 票の 様式 を 変更す る ことなく 作成 し 
た 曰 本 工業規格 である。 

'なお， 原 B 際 規格の 前文 は 規定 内容で はない ので， この 規格から 除外した。 原 国際規格の 序文のう ち， 
他 の 規格で 規定 されて いる 内容に 関する 部分 は 除外 し た 。 

人体 部位が 押し つぶされる こと を 回避す るた めの 一つの 方法 は， この 規格で 特定され た 最小す きま を 使 
用す る こ とで ある。 

最小す きま を 特定す る 場合， 幾つかの 側面 を 考慮し なければ ならない。 

例えば， 

- 押しつ ぶしの 区域への 近づき やす さ。 

一 関係 諸国 で見受 けられる よう な K 族 的 グル ープを 考慮 し た 人体 寸法 データ。 
一 技術的 及び 実際的 側面。 

もし これらの 側面が 更に 進展したら， この 規格に 反映され ている， 技術水準 も 進展す るであろう。 



1. 適用 範囲 この 規格の 目的 は， 使用者 （例えば， 規格 作成者， 機械 類の 設計者） 力、 押しつ ぶしの 危 
険源 を 回避で きる ようにす る ことで ある。 この 規格 は 人体 部位 に 関連す る 最小 すきま を 規定し， 適切 な 安 
全 性が この 方法 で 達成 できる 場合に 適用 可能で ある。 

この 規格 は 押しつ ぶしの 危険 源の リスクに だけ 適用 可能で あり， 他の 危険 源 （例えば， 衝撃， せん 断， 
引 込み） に は 適用で きない。 

備考 1. 衝撃， せん 断 又は 引 込みの 危険 源に 対して は， 例えば 追加の 又は 他の 方策 をと る 必要が ある。 

2. この 規格の 対応 国際規格 を， 次に 示す。 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 は， ISO/IECGuide21 に 基づき， IDT (—致して いる）， MOD 
(修正して いる）， NEQ (同等で ない） とする。 

ISO 13854:1996, Sarety of macninery — Minimum gaps to avoid crushing of parts or the human 
body (IDT) 
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2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 
る。 これ らの 引用 規格の う ち で， 発効 年 を 付記 して ある もの は， 記載の 年の 版 だけが この 規格の 規定の 一 
部 を 構成す る ものであって， その後の 改訂版， 追 補に は 適用し ない。 発行 年 を 付記して いない 引用 規格 は,， 
その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 

JIS B 9707:2002 機械 類の 安全性 一 上肢が 危険 区域に 到達す る こ と を 防止す る ための 安全 距離 

ISO "852:19%， Safety of machinery ― Safety distances to prevent danger zones beins reached bv the 
upper limbs が この 規格と 一致して いる。 

ISO/DIS 12100-1 Safety of machinery— Basic concepts and general principles for design — Part 1 :Basic 
terminology, methodology 

ISO/DIS 12100-2 Safety of machinery — Basic concepts and general principles for design — Part 2:Technical 
principles 

3. 定義 この 規格の B 的の ために， ISO/DIS 12100-1 及び JIS B 9707:2002 に 示される 定義 及び 次の 定義 
を 適用す る。 

3.1 押しつ ぶしの 区域 （crushing zone) 人体 又は 人体 部位が 押しつ ぶしの 危険 源に さらされる 区域。 
この 危険 源 は 次の 場合に 発生す る。 
― 二つの 可動 部が 向き合って 動く。 又は， 
- 一つの 可動 部が 固定 部へ 向かって 動く。 
備考 附属 書 A 参照。 

4. 最小す きま 

4.1 この 規格の 使用方法 この 規格の 使用方法 は， LSO/DIS 12100-1, 5. の "リスク 低減の ための 戦略" 
で 明記され る 反復 的 リスク 低減 プロセスの 部分 を 形成し なければ ならない。 
こ の 規格の 使用者 は， 次 を 実行 し な ければ な ら ない。 

a) 押しつ ぶしの 危険 源 を 同定す る。 

b) 1SO/D1S 12100-1 に 従って， これらの 危険 源からの リスク を 査定す る。 その 際， 次に 挙げる 特別の 注意 

を 払う 必要が ある。 

一 押しつ ぶしの 危険 源からの リスクが 様々 な 人体 部位 を 含む ことが 予見 可能な 場合， これら 最大 部 

位に 関連す る 表 1 で 示される 最小す きま を 適用し なければ ならない [d) 参照]。 
― 子供が リスクの 観点から 対象に 含まれる 場合， 子供の 予測 不可能な 挙動 及び その 人体 寸法。 
- 人体 部分が 表 1 に 示 される 形態 と は 別の 形態で 押 しつぶ しの 区域に 進入す る か ど う 力、。 
- 厚い 若し く はか さばる 衣服 （例えば， 高温の ための 保護 服)， 又は 工具に ついて 配慮す るべき かど 
う 力、。 

― 足の 有効 寸法 を 増加す る 底の 厚い 靴 （例えば， 木げ た） を はいている 人が 機械 類 を 使用す るか ど 
つ 力、。 

c) リ ス ク に 関 して 人体 部位に 関連す る 適切な 最小す き ま を 表 1 から 選択す る （附属 書 A 参照）。 

d) 適切な 安全性が 表 1 か ら 選択され た 最小す きまに よって 達成す る ことができな いとき は， ほかの 方策， 
若しくは 追加の 方策 及び/又は 手段 を 使用し なければ ならない （例えば， ISO 腿 12100-1, ISO/DIS 
12100-2 及び JIS B 9707:2002 参照） 。 

もし， 予期で きる 最大の 人体 部位に 対し 最小す きまが 達成で きないと き は， より 小さい 人体 部位へ 
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の 接近 を 制限す る - ^ つの 手段 を 次の 例と して 示す。 

例 より 大きい 人体 部位の 押しつ ぶしの 区域への 接近 は， 図 1 に 示す ような 制限した 開口部 を もつ 保 
護 構造 物 を 使用す る ことによって 防止す る ことができる。 

個々 の 人体 部位が 押 しつぶ しの 区域 に 接近す る 可能性 は， 次に よる。 
一 固定 部と 可動 部の 間 又は 二つの 可動 部 間の すきま a 
一 押しつ ぶしの 区域の 深 ざみ 

一 保護 構造 物 における 開口部の 寸法 e 及び 押しつ ぶしの 区域 か らの 距離 J 
備考 安全 距離に 関連す る 開口部の 寸法 は， JISB 9707:2002 を 参照。 

幾つかの 適用の 場合， 表 1 の 最小す きまから 逸脱す る 正当な 現 由が 存在す る Hi 合が ある。 これらの 適用 
を 取 り 扱 う 規格 は， どのよう に 適切 な 安全性 を 達成で きる か を 示す 必要が あ る 。 

4.2 数値 表 1 は 人体 部位が 押し つぶされる こと を冋 避す るた めの 最小す きまの 数値 を 示す。 適切な 最 
小す きまの 選択に ついては， 4.1 参照。 



お 作櫳 法に より 無断での 複製， お^ 等 は 禁止され ております。 
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著作 幅 法に よ り 詹 断での «« t ：' 〖禁止 さ れて お り ま す。 
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附属 書 A (参考） 押しつ ぶしの 区域の 図解 



図 A.1 で 表示の 押しつ ぶしの 区域 及び 人体 部位 を 例と して 示す。 リスク アセス メン 卜の 適用に ついては 
4.1 参照。 






備考 "は 最小す きま 
図 A.1 



著作権法 によ り 無断での 板 製， 転載 等に: 禁止され ております。 



JISB9711 ：2002 
(ISO 13854 ： 1996) 

機械 類の 安全性 一 

人体 部位が 押 しつぶ される こと を 

回避す るた めの 最小す きま 

解説 

この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 '記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 
規格の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 '発行す る もので あり， この 解説に 関する 問い合わせ は， 財 
団 法人 日本規格協会に ご連絡 く ださい。 

1. 制定の 趣旨 この 規格 は， ISO (International Organization for Standardization ： 国際 標準化 機構） 規格の 
13854, Safetv of macmnery— Minimum gaps to avoid crushing of parts of the human body の 第 1 版 (1996 年 ノ を 

技術的 内容 及び 様式 を 変更す る ことなく 制定 し た U 本 工業規格 である。 

なお， [SO で 発行され る 安全 規格 を， WTO/TBT 協定の 観点から 早期に 国際 安全 規格に 一致した 日本 ェ 
業 規格と して 制定す る 必要性に 鑑み， この 規格 を 制定した。 

2. 制定の 経緯 この 規格 は， 平成 12 年度に 社団法人 U 本 機械工業 連合会 を 審議 団体と する 原案 作成 委員 
会 （6. 参照） において 作成した 原案に 基づいて 制定した。 

なお， 原 国際規格に 基づいた 日本工業規格 はこれ までに 作成され て おらず， この 制定が 初めての もので 
ある。 

3. 審議 中に 特に 問題に なった 事項 原 国際規格の 最小す きま は 欧州の 人体 測定が 基準で あり， J[S とし 

て は， 日本人の 人体 計測 データ を 元に 最小す きまの 修正案 を 検討した が， この 規格の 適用 範囲に 関連す る 
我が国の ワーク スペース のデー タ について は 国際規格 と の 適切 比較が 困難で あ り ， ま た， 原 国際規格の 数 
値に ついては ある 一定の 正当性が 認められ たため， この 規格で は 原 国際規格の 数値 を そのまま 採用す る こ 
ととした。 

4. 規定 項目の 内容に 関する 解説 

4.1 全般 この 規格 は， 国際 安全 規格 体系の タイプ B 規格に 相当し， この 規格の 原則 及び 仕様 は， 他の 
タイプ B， タイプ C 規格で も 共通に 適用す る ことが 要求され る。 

こ の 規格 は 人体 部位が 押 しつぶ される こと を 回避す る 一 つの 方法で ある 最小す きまに ついて 規定 した も 
ので あり， この 規格 を 使用し， この 規格の 最小す きまより 小さい 寸法に ならない ように， 可動 部の 動き を 
機械的に 制限す る ことによ つ て 人体 部位が 押 しつぶ される こと を 回避 し な ければ な ら ない。 

ただし， この 規格の "4.1 この 規格の 使用方法" で， 幾つかの 適用の 場合， 表 1 の 最小す きまから 逸脱 
する 正当な 理由が 存在す る 場合が あると している 力 V この場合， これらの 適用 を 扱う 規格 は， いかに 適切 

解 1 
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に 安全性 を 達成す るかに ついて 示す こ と と している。 
4.2 引用 規格 （本体の 2.) 

a) 3. の "定義"： 原 国際規格 では ISO/TR 12100-1 [TR B 0008:1999 (機械 類の 安全性— 基本概念， 設計の 
た め の 一般 原則 一 第 1 部 ： 基本 用 語， 方法論) ] を 引用 規格と している 力、 こ の 規格で は， ISO/MS 12100-1 

を 引用 規格と した。 

b) 4.1 " この 規格の 使用方法"： 原 国際規格 では， ISO/TR 12100-1/-2:1992 を 引用 規格と している 力く この 
規格で は， ISO/D1S12100-1/-2 を 引用 規格と した。 

なお， リスク アセスメントに ついては JIS B 9702:2000 (機械 類の 安全性 一リスク アセスメントの 原 
貝 IJ) で 詳細に 規定して いる。 
4.3 この 規格の 使用方法 （本体の 4.1) この 規格の 使用方法 は， ISO/DIS 12100-1， 5. "リスク 低減の た 
めの 戦略" で 明記され る 反復 的 リスク 低減 プロセスの 部分 を 形成し なければ ならない としてい る。 さらに， 
この 規格の 使用者 は， 適切な 安全性が 表 1 から 選択され た 最小す きまに よって 達成され ない 場合 は， 他の 
方策， 若しくは 追加の 方策 及び/又は 手段 を 使用し なければ ならない としてい る。 この 規格の 使用者が， 表 
1 に 基づき 最小す きまの 値 を 選ぶ ことになる。 

5. 懸案 事項 原 国際規格の 最小す きま は 欧州の 人体 測定 データが 基準で あり， 日本人の ワーク スペース 
の 人体 計測 データが 集積され 次第， これら 日本人の 人体 計測 データに 基づき， 最小す きま を 変更す る こと 
力、 適切で あると 判断され た 場合， この 規格 を 改正す る 必要が ある。 

6. 原案 作成 委員会の 構成 表 平成】 2 年度に 設置され た 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 

JIS B 9711 機械 類の 安全性 一 
人体 部位が 押しつ ぶされ る こと を 回避す るた めの 最小す きま 原案 作成 委員会 及び WG 構成 表 

氏名 所属 



(委貝 長) 



明治 大学 
財団法人 研 友 社 

経済 産業 省 産業 技術 環境 局 標準 課 
厚生 労働省 労働 基準 局 
厚生 労働省 産業 安全 研究所 
日本 大学 

社団法人 産業 安全 技術 協会 
中央労働 災害 防止 協会 
社団法人 日本 圧接 協会 
社団法人 日 本 建設機械 化 協会 
社団法人 日本 工作 撝械 工業 会 
社団法人 日 本 縫製 機械工業 会 
社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 
旭 硝子 株式会社 
株式会社 荏 原 製作所 
株式会社 神 戸 製鋼所 
元 株式会社 小 松 製作所 
株式会社 小 松 製作所 
住友 重 機械工業 株式会社 



2 

男 志治輔 旭夫 供 一 介 正 芳雄治 彦義彦 崇重夫 解 

政 弘貞祐 尭 邦壮洋 文 孝 公良 博 勝 岩 光 

殿 山山 橋 本 保 口川 嶋辺槻 木 藤 本 竹 坂 橋 木 

久 ， 々 

向 丸 種 高 杉 大川条 中 渡 大佐 佐 橘 山 大大高 鈴 



著作 《にぶに よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ており ます。 



(事務局) 



(主査) 



(事務局) 
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株式会社 ダイ フク 
東芝 機械 株式会社 
豊田ェ 機 株式会社 
トヨタ 自動車 株式会社 

曰 本 信号 株式会社 
ビュー 口 ベリ タス ジャパン 
株式会社 日立 製作所 
株式会社 牧野 フライス 製作所 
三菱 重工業 株式会社 
三菱 電機 株式会社 
経済 産業 省 製造 産業 局 
経済 産業 省 産業 技術 環境 局 
社団法人 日本 機械工業 連合会 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 



JIS B 9707 作成 WG 構成 表 

所属 

供 社団法人 産業 安全 技術 協会 
介 社団法人 日本 圧接 協会 
一 ビュー 口 ベリ タス ジャパン 
崇 元 株式会社 小 松 製作所 
一 社団法人 日本 機械工業 連合会 
実 社団法人 日 本 機械工業 連合会 



平亮 一登 一 一暁 夫 清 男 郎人浩 一実 

操 真 弘洋 康 武龍 忠宣浩 

原 花 田 沢 原 上田 室 辺 泉 川 束 島 崎 田 

竹垣 杉^ 蓬 井 芦冨渡 今大鬼 水宫岩 



名 邦洋羊 浩 

氏？ r i f 

口 嶋上坂 崎 田 

川 中 井 大宮岩 



解 3 



著作 扑 ま t リ，^ ての^ 製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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白 紙 



解 4 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ており ます。 



★ W 容 について のお 問合せ は， 擬準部 標準 稱査覼 へ FAX [FAX(03)3405-5541 TEL(03)5770^I573] 
でご^ 絡く ださい。 

^^おの i におお を^ 行 し た 場^ は， 次の 要領で ご 案内い たします c 
^協^ 発行の 川刊 お" ^ 準 化 ジャーナル" に， 1「 ■ , : ぶの 内お を揭敝 いたします。 
なお， 当 協会の JIS 予約き の 方に は， P 約され ている 部門で ル:^ ^が ％n された 場合， 自動的 
にお 送りいた します。 

★.JIS 紐& おの ご注文 は， 及^: SB 部 カス タマ 一サービス ；裸 [TEL(03)3583-80O2 FAX(03)3583-0462] 

乂は 下^の 当 協会 各 支部に おきましても ご汴义 を 承って おります ので， お 申込みく ださい。 



JIS B 97! ) (ISO 13854) 
饯 W 類の 安^性 - 

人体 部 位が 怦 しつぶ される こと を 冋 避す るた めのお 小す きま 

m 14 ^7/i3j ri め' 1 wmu 

， D J お /V ^ f 、'- 

^行人 吸れ 力 n 



% H ffr 

財団法人 日本 规 協 会 

ftm-mo お s 都 港 区 赤 坂 4 j ii i-24 



礼瘦 支部 


T060- (歸 


市 巾央^ 北 3 条两 3 j'H 1 *L 键大 问 生 * ビル 内 

TEL (0)1)26 1-0045 FAX (Oj 1 )221 -4020 
あ^ ： 02760-7^351 


東北 支部 


T 980-00 14 


汕 台 市 本黼门 J'H 5-22 K 城! u'rvn 会飽内 

化し (022)227-8336^^ め KAX 《022>266 摘 5 
Ktf ： 0220O-4-N166 


名 古 厘 支 都 


〒顿 -賺 H 


名占麒 市中 12 [朱 2 J'M 6-1 白 川 ビル 別館 内 
rEL (052)22 卜 831 6( 代^) FAX (052>203^S06 
fefT ： OOSOO-2-23283 


M 西 支 》 


〒54レ0053 


大阪市 中央^ 本 町 3 J H 4-10 本 町 野 村 ビル 内 
TEL (06)ft26l -8086<R^) FAX (06)626 (-91 14 
Jh^ ： 00910-2-2636 


広 島 支部 


〒730~0011 


広 ftih 巾 i ヌ: は 町 5^ fKr.hm じ^^ 所 ビル 内 

TEL (0X2)22 J-7023.7035J016 FAX (082 は 23-7568 
： 0lJ40^-9479 


四国 支部 


〒 760-0023 


K 松 町 2 PI I 2-10 JPR 高 松 ビル 内 
T£L<W7WC 卜 FAX (087)821^261 
(Nff ： OI0KO-2-33S9 


攝岡 支部 


〒お 2-002 5 


謂 rfj W 隨町 1 -3 1 * 5C 生 纏 « ビ ル 内 
TEL (042)282 -9<J80 f-'AX (092)282-911 S 
' 01 790 ふ 21 632 
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ft 作 拖 はに よ りお ffi での^! S, l 職^ は禁, 卜されて お り ます, 
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Safety of machinery- 
Minimum gaps to avoid crushing of 
parts of the human body 

JIS B 9711 2 皿 

(ISO 13854： 1 996) 



Established 2002-07 - 25 



Japanese Industrial Standards Committee 
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定価 1,050 円 (本体 1,000 円) 
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